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助成活動名 
空き家・空き室を活用して，対象や用途を限定せず柔軟に活用できるシェルターを広域的
に展開して，緊急避難・レスパイト・自立など利用者のニーズに即して，関係機関と連携
して，居住を支援する事業 

助成額 １，５００，０００円 

活動内容 

目的 

当法人は、住宅確保が困難な方に寄り添い、個人毎に行政・医療・福祉・財産 
管理・不動産仲介の支援ネットワークを形成して孤立を防止しつつ、賃貸人と 
賃借人の双方に安心を提供し、誰もが安心して暮らせる街づくりを活動の目的 
としている。 
被災、コロナ禍、寮付きの仕事の退職、単身での出産、虐待避難などの理由で 
住む場所を失う人が相当数存在し、当法人は助成を受けてシェルターや居場所 
を提供してきた。 
これまで、貴財団の助成でシェルターを運営させていただいたところ、若者（ 
知的障害・発達障害・妊娠中・母子・虐待一時避難・就職先でのトラブルから 
の再出発）・被災者・ひきこもり傾向の中年男性など多様な利用者があり、他 
団体とネットワークで支援したが、支援者間の情報共有が十分でないケースも 
あり，次の居住先に移るまで数ヶ月を要するケースもあった。成年後見人から 
賃借して改修した空き家もシェルターとして活用した。 
アパート型のシェルターと一軒家のシェルターを維持しておくことが、現在の 
ニーズに応え、将来の被災に備えるために必要である。空き家を改修してシェ 
ルターや居場所として活用することは、特定空き家の防止効果もある。 
 

内容 

・倉敷市内に 2 カ所のマンションを賃借し、シェルターとして運営して居住と
自立を支援した。 
シェルターの活用と利用者支援の事例 

・Ａ（男性）・・・令和 5 年 6 月 8 日から令和 6 年１月 31 日 
 グループホームでの共同生活が困難となった男性をシェルターで受け入
れ、支援機関と連携しながら課題の整理と転居を支援した。本人名義の預金
を母親が管理していながら、グループホーム利用料の支払いや生活費の支払
いに応じてくれず、生活困窮してホームレス状態になりかけていた。本人は
母親から逃れて一人暮らしを目指していたが、本人名義の預金があるため生
活保護も受給できないという課題が判明した。その解決のため、弁護士事務
所につなぎ、母親との示談交渉を依頼した。一部の預金を本人管理にして急
場をしのいだが、母親が本人名義の預金を自己の預金であると主張してお
り、将来の生活保護受給が困難となる状態で弁護士が交渉を継続している。 
・Ｂ（女性）・・・令和 5 年 12 月 5 日から令和 6 年 2 月 8 日 
 生活保護世帯の若年女性の親元からの自立を応援するためシェルターで受
け入れて、就労支援機関と連携しながら、生活保護申請と転居による自立を
支援した。 
実績・・・２名の方の支援ができた。 

特徴として、Ａ（男性）については次の生活の見通しが立つのに時間がかか
ったため、シェルターでの生活が長期となった。 



成果 

 
母親からの経済的虐待案件や、生活保護世帯からの自立案件という困難案件に
ついて、シェルターを活用して、関係機関と連携して支援することができた。 
案件の困難さから、利用が比較的長期となったため、支援対象者数がのびなや
んだが、2 名はいずれも、比較的安定して自立に向かっている。 
 
 
 

今後の課題と対
応策 

 
支援者間でシェルターからの転居後の状況の把握が十分でない。 
→支援者間で情報を共有し、シェルター利用の有効性を確認することで、用途や対象者を
限定しないシェルターの必要性を明らかにする。 
 
シェルターが開いている期間がそれなりに長くなった。 
→シェルターの概要と空き状況について、他の支援機関と共有するための仕組みづくりに
ついて今後も継続的に取り組む。 
 



写真の提出 

 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 


